
第18期決算公告

（単位：百万円）

56,045 297,580

274 43,345

55,771 254,224

3,000 9

39,932 25,000

160,968 98,000

26,015 98,000

12,230 2,060

78,359 162

1 1,359

44,361 422

230,567 7

200,020 60

30,547 49

858 132

84 156

46 30

362 24

157 1,113

207 2,035

23 426,133

7

15 20,000

148 32,046

148 32,046

2,035 8,203
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繰 越 利 益 剰 余 金 8,203
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3,104
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（資 産 の 部） （負 債 の 部）

貸借対照表（平成29年 3月31日現在)

科　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　　　額

現 金 預 け 金 預 金

現 金 普 通 預 金

預 け 金 定 期 預 金

コ ー ル ロ ー ン そ の 他 の 預 金

買 入 金 銭 債 権 コ ー ル マ ネ ー

有 価 証 券 借 用 金

国 債 借 入 金

地 方 債 そ の 他 負 債

社 債 未 払 法 人 税 等

株 式 未 払 費 用

そ の 他 の 証 券 前 受 収 益

貸 出 金 未 払 金

証 書 貸 付 資 産 除 去 債 務

当 座 貸 越 そ の 他 の 負 債

そ の 他 資 産 賞 与 引 当 金

未 収 還 付 法 人 税 等 退 職 給 付 引 当 金

前 払 費 用 システム解約損失引当金

未 収 収 益 偶 発 損 失 引 当 金

立 替 金 繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 資 産 支 払 承 諾

有 形 固 定 資 産 負 債 の 部 合 計

建 物 （純 資 産 の 部）

その他の有形固定資産 資 本 金

無 形 固 定 資 産 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア 資 本 準 備 金

支 払 承 諾 見 返 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等 合計

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

平成29年6月28日

      東京都新宿区西新宿1-21-1明宝ビル

     株式会社新銀行東京
代表取締役社長執行役員　常久　秀紀

株 主 資 本 合 計
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（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

8,979

6,668

貸 出 金 利 息 3,398

有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,700

コ ー ル ロ ー ン 利 息 0

預 け 金 利 息 30

そ の 他 の 受 入 利 息 539

61

194

受 入 為 替 手 数 料 11

そ の 他 の 役 務 収 益 182

215

国 債 等 債 券 売 却 益 215

1,839

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,567

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 益 264

償 却 債 権 取 立 益 0

そ の 他 の 経 常 収 益 7

5,805

762

預 金 利 息 743

コ ー ル マ ネ ー 利 息 △ 1

借 用 金 利 息 20

そ の 他 の 支 払 利 息 0

144

支 払 為 替 手 数 料 17

そ の 他 の 役 務 費 用 127

4,142

755

貸 出 金 償 却 22

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 3

そ の 他 の 経 常 費 用 729

3,174

30

30

3,144

116

△ 11

105

3,039

資 金 運 用 収 益

損益計算書
平成28年 4月 1日から

平成29年 3月31日まで

経 常 収 益

システム解約損失引当金繰入額

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

2
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価

証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただ
し時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行ってお
ります。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

有形固定資産は定額法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

      建物    15年～17年
      その他  4年～15年
(2) 無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本
公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 平成24 年７月４日）に規定する正常先債権及び要
注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実
績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。なお、上記の債権のうち合理的であると認め

られる場合には、債権額から実質保全額を控除した残額を、上記の貸倒実績率等に基づき計上しており
ます。破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、
債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権に
ついては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価

額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。また、当
該大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権に
ついては、個別的に残存期間を算定し、その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を
計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、売却可能価額を合理的に見積もること

が可能な場合には、債権額からその売却可能価額を控除した金額を計上しております。それ以外の場合
には、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、売却可能
価額を合理的に見積もることが可能な場合には、債権額からその売却可能価額を控除した金額を計上し

ております。それ以外の場合には、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各資産の所管部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立したリスク統括部資産査定室が、査定結果を検証しており、その査定結果により上記の引当金を

計上しております。
(2) 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当
事業年度に帰属する額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務を計上して

おります。退職給付債務の金額は、退職給付引当金の対象従業員が300名未満であるため、簡便法によ
り、当事業年度末自己都合要支給額に基づいて計上しております。

(4) システム解約損失引当金
システム解約損失引当金は、当行の基幹系システムを株式会社東京都民銀行の基幹系システムに統合

（平成30年5月を目途）することに伴い、当行で発生する現行の基幹系システムに関するアウトソー
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シングサービス契約の中途解約に係る損失見込額について、株式会社きらぼし銀行への合併及びシステ
ム統合に関する株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループの子銀行の費用負担契約に基づき、当行の負

担割合に応じた額を計上しております。
(5) 偶発損失引当金

偶発損失引当金は、信用保証協会保証付き融資の負担金支払いに備えるため、将来の負担金支払見込
額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただ

し、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

会計上の見積りの変更
投資損失引当金の見積りの変更を行い、投資損失引当金を全額取崩しております。この変更は、当事業年度

より当行が株式会社東京TYフィナンシャルグループの完全子会社になったことによりグループの見積り方法

の統一を目的としたものであります。
当該見積りの変更にあたり、期首に計上されていた投資損失引当金264百万円の全額を、投資損失引当金戻
入益としてその他経常収益に計上しております。

追加情報
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成 28 年３月 28 日）を
当事業年度から適用しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）
１．貸出金のうち、破綻先債権額は 159百万円、延滞債権額は 2,982百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり
ます。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はございません。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し
ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は260百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 3,402 百万円であ
ります。

なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
５．担保に供している資産は次のとおりであります。

    担保に供している資産
       有価証券 97,012百万円

貸出金               17,544百万円
    担保資産に対応する債務

       借用金               98,000百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券2,814百万円及び保証金10百万円を差し入れて

おります。
また、その他の資産には、保証金187百万円が含まれております。

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契
約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、37,019 百万円であります。このうち契約残存期間
が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが36,552百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶
又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応

じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

７．有形固定資産の減価償却累計額  587百万円
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（損益計算書関係）
１．関係会社との取引による収益

  資金運用取引に係る収益総額           － 百万円
  役務取引等に係る収益総額            － 百万円
  その他業務・その他経常取引に係る収益総額     65 百万円
  その他の取引に係る収益総額           － 百万円

関係会社との取引による費用
  資金調達取引に係る費用総額                     － 百万円
  役務取引等に係る費用総額                    － 百万円
  その他業務・その他経常取引等に係る費用総額   172 百万円

  その他の取引に係る費用総額           － 百万円

２．関連当事者との取引のうち重要な取引は次のとおりであります。
（単位：百万円）

種類
会社等の

名称
所在地 資本金

事業

内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額
科目

期末

残高

親会社

株式会社

東京TY

フィナン

シャル

グループ

東京都

新宿区

  

27,500

子銀行の

経営管理

被所有

直接

100％

経営管理

役員の

兼任

職員の

出向

経営管理

料の支払

（注1）

       

167  
－ －

出向者

人件費の

受取（注2）

       

61
－ －

同一の

親会社を

持つ会社

株式会社

東京都民

銀行

東京都

港区
55,620 銀行業 -

資金取引

役員の

兼任

資金の

受入

(注3)

10,000
定期

預金
10,000

預金利息

の支払

(注3)

0
未払

費用
0

同一の

親会社を

持つ会社

株式会社

八千代

銀行

東京都

新宿区
43,734 銀行業 -

資金取引

役員の

兼任

資金の

受入

(注3)

20,000
定期

預金
20,000

預金利息

の支払

(注3)

5
未払

費用
1

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）経営管理料は、親会社の経営活動に必要な諸経費として合理的に見積もられた金額に基づき算定

され、当行においてもその妥当性を検証しております。
（注2）職員の出向に対する出向料は、出向元の給与を基準に双方協議の上決定しております。
（注3）定期預金の利率は、取引期間に応じ、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
当行は、都内中小事業者などへの貸出業務や有価証券等による運用業務を行っております。これらの

業務を行うため、顧客からの預金、金融機関からの借用金などによって資金調達を行っております。ま
た、保有金融資産及び負債に、金利変動による不利な影響が生じないように、当行では資産及び負債の
総合的管理（ALM）を実施しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
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当行が保有する金融資産は、主として都内中小事業者への貸出金と他の金融機関の貸出債権への保
証債権及び有価証券であり、貸出金は顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されてお

ります。
有価証券は、主に国債、地方債及び事業債であり、満期保有目的、その他保有目的に区分しており

ます。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利･価格等の市場リスクに晒されております。
当行が保有する金融負債は、主として取引先企業及び個人顧客からの調達による預金であります。

預金は一定の環境の下で必要な資金の確保が困難になる流動性リスクに晒されております。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 統合的リスク管理
当行では、リスク・カテゴリーごとに評価したリスクを総合的に捉え、当行の経営体力と比較考慮

し、経営の健全性を検証する統合的リスク管理を行っております。
② 信用リスクの管理

当行では、信用リスク管理を経営の最重要管理事項と位置づけ、信用リスクを定量的かつ継続的に
把握し適切に管理していくための基本方針を定め、これを遵守するための管理体制・相互牽制機能を

整備しております。最適な与信ポートフォリオの構築を行うため、商品別･格付別・業種別等の信用
リスクの状況をモニタリングし、その結果は統合リスク管理委員会を通じて取締役会へ報告するとと
もに、適時に業務運営に反映させる体制をとっております。有価証券の発行体の信用リスクに関して
も、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

③ 市場リスクの管理
(ⅰ) 金利リスクの管理

当行では、原則すべての資産・負債に内在する金利リスクをバリュー・アット・リスク（VaR）
で計測し、これを自己資本の状況や市場動向等を勘案して割当られたリスク資本の範囲内に収める

ように日次でモニタリングしております。また、ベーシス・ポイント・バリュー（BPV）の計測や
ギャップ分析を日次で行い、金利変動による資産・負債の時価の感応度をモニタリングし、関連部
署に報告しております。これらのリスク管理情報は、月次で開催する統合リスク管理委員会に報告
するとともに、ALM等の業務運営方針の審議に活用する体制を構築しております。

また、自己資本比率規制におけるアウトライヤー基準の趣旨も踏まえ、極端な金利の変動や、当
行ポジションに不利な方向へのイールドカーブの形状変化等を想定した場合のリスク量を計測し
て、資産負債構成の妥当性の検証と見直しを行っております。

(ⅱ) 価格変動リスクの管理

有価証券を含む投資商品の保有については、有価証券運用方針及び有価証券運用規程に従い行わ
れております。価格変動リスクについては、VaRや総合損益等で計測し、これを自己資本の状況や
市場動向等を勘案して割当られたリスク資本の範囲内に収めるように日次でモニタリングしてお
ります。

(ⅲ) 市場リスクの定量的情報等
当行では、市場リスクの影響をうける金融資産、金融負債についてVaR（観測期間５年、保有期

間６ヶ月、信頼区間99％、分散共分散法）を用いて市場リスク量として、把握・管理しております。
当行の市場リスク量の大きさは平成29年3月31日において、5,356百万円になります。

ただし、当該リスク量は過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リ
スク量を算出しているため、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスク
量は捕捉できない可能性があります。
なお、市場リスク量の計測モデルの正確性を検証するため、モデルが計測したVaRと実際の損益

変動額を比較するバックテストを実施しており、平成28年度に実施したバックテスティングの結果、
使用するモデルは、十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと判断しております。

④ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当行は、流動性リスク管理に関する諸規定・基準に従い、資金繰り管理部署が、マーケット環境の

把握、資金の運用調達状況の分析等により、日々の適切かつ安定的な資金繰り管理を実施しておりま
す。短期間で資金化可能な流動性資産を一定水準以上保有することなどを日次でモニタリングし、定
期的に当行統合リスク管理委員会に報告する体制としております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成 29 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）
参照）。また、貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については記載を省略しております。

                                      （単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金預け金 56,045 56,045 －
(2)コールローン 3,000 3,000 －

(3)買入金銭債権 39,419 39,419 －
(4)有価証券

満期保有目的の債券 14,169 16,367 2,197
その他有価証券 137,027 137,027 －

(5)貸出金 230,567
貸倒引当金（※） △3,375

227,192 227,192 －

資産計 476,854 479,052 2,197

(1)預金 297,580 297,580 －
(2)コールマネー 25,000 25,000 －
(3)借用金 98,000 98,000 －

負債計 420,580 420,580 －
(※) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法
資 産
(1) 現金預け金

預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

(2) コールローン
コールローンは、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。
(3) 買入金銭債権

買入金銭債権のうち、公共工事債権信託受益権の時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。これら以外の信託受益権については、取引金融機関から提示された価格に
よっております。

(4) 有価証券

株式については、取引所の価格、債券は市場価格又は取引金融機関から提示された価格等によってお
ります。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。

(5) 貸出金

貸出金については、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
  

負 債

(1) 預金
預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価としております。

(2) コールマネー
コールマネーは、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。
(3) 借用金

借用金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
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（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融
商品の時価情報の「資産(3)買入金銭債権」、「資産(4)有価証券」には含まれておりません。

      区 分
貸借対照表計上額
（単位：百万円）

①買入金銭債権（※１） 513

②非上場株式（※２） 1

③組合出資金（※１） 9,769

合  計 10,283

（※１）買入金銭債権及び組合出資金のうち、裏付資産及び組合財産の時価を把握することが極めて
困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりませ
ん。

（※２）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから時価開示の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
                                   （単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預け金
コールローン
買入金銭債権
有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券の
うち満期があるもの

貸出金（※）

55,771
3,000
7,649

－

7,083
67,259

－
－
327

1,200

18,949
59,545

－
－

2,252

－

26,219
27,592

－
－
806

－

19,019
6,326

－
－
103

－

8,929
16,200

－
－

27,752

12,971

30,772
19,981

計 140,763 80,022 56,064 26,152 25,233 91,477

（※）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない
2,982百万円、期間の定めのないもの30,679百万円は含めておりません。

（注4）社債、借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
                                      （単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預金（※）
コールマネー
借用金

201,879
25,000
30,000

70,522
－

40,000

25,178
－

28,000

－
－
－

－
－
－

－
－
－

合 計 256,879 110,522 53,178 － － －

（※）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。
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（有価証券関係）

※１ 貸借対照表の「有価証券」のほか、当事業年度より「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載し
ております。

１．満期保有目的の債券（平成29年３月31日現在）

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が貸借対照表
計上額を超えるも
の

国債 9,998 11,935 1,936

地方債 － － －

社債 4,171 4,432 260

外国証券 － － －

小計 14,169 16,367 2,197

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの

国債 － － －

地方債 － － －

社債 － － －

外国証券 － － －

小計 － － －

合計 14,169 16,367 2,197

２．その他有価証券（平成29年３月31日現在）

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

債券 77,716 75,686 2,030

国債 16,016 15,755 260

地方債 5,510 5,299 211

社債 56,189 54,631 1,558

外国証券 6,468 6,399 68

その他 45,655 42,976 2,678

小計 129,840 125,062 4,777

貸借対照表計上額

が取得原価を超え
ないもの

債券 24,719 25,045 △326

国債 － － －

地方債 6,720 6,958 △237

社債 17,998 18,087 △88

外国証券 6,373 6,416 △43

その他 8,051 8,226 △175

小計 39,143 39,688 △545

合計 168,983 164,751 4,231

３．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）
該当事項はありません。

４．当年度中に売却したその他有価証券（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

債券 25,697 215 －

国債 18,997 65 －

社債 6,699 150 －

合計 25,697 215 －

５．保有目的を変更した有価証券
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該当事項はありません。
６．減損処理を行った有価証券

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証
券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められな
いものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失とし
て処理（以下、「減損処理」という。）しております。

当事業年度における減損処理額は、ありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおりです。決算日における時価が取得

原価に比べて50％以上下落したものについては、時価まで減損することとし、時価が取得原価に比べて30％
以上 50％未満下落したものについては、発行会社の信用状況や過去の一定期間における時価の推移等を勘

案して、回復する見込みがあると認められる場合を除き、時価まで減損することとしております。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 11,440 百万円

貸倒引当金 1,230

投資事業組合損益 171
減価償却超過額 170
その他   184

繰延税金資産小計 13,198
評価性引当額 △12,942

繰延税金資産合計 255

繰延税金負債

有価証券評価差額金 △1,369

繰延税金負債合計 △1,369

繰延税金負債の純額 △1,113 百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 3,927円28銭
１株当たりの当期純利益金額 485円49銭



（単位：百万円）

そ の 他 の 金 銭 債 権

預 け 金 40

合　　　計 16,513 合　　　計 16,513

現 金 預 け 金 40

金 銭 債 権 16,473 金 銭 債 権 の 信 託 16,513

16,473

信託財産残高表
（平成29年3月31日現在）

資　　　産 金　　　額 負　　　債 金　　　額

12


